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序章 計画の趣旨  

 

１．はじめに 

現在、日本全国で空家（人が住んでいない家）が増えてきています。中でも、人の手が入ら

ず十分に管理されていない空家が増えていることが、問題視されています。平成２５年度の「住

宅・土地統計調査」によると、群馬県内の空家は９０万戸中１５万戸で空家率は 16.6%となっ

ており、６戸に１戸は空家であることが示されました。 

空家が増えている原因は、人口が減っている一方で、家の数はそれほど減っていないからで

す。少子高齢化で人が減っているのに、住宅の除去にかかる費用等の問題で、家主がいなくな

った住宅が除去されないまま残っています。また、全国的に、中古物件を活用することよりも、

新築の住宅を持ちたいという志向が強いことも、空家が増加する原因です。  

空家は放置すると、様々な問題を引き起こします。一方、そのまま住める空家や、少しの手

直しで住めるようになる空家については、うまく活用することで、地域活力の向上に役立てる

ことができます。この空家に関する問題や可能性については、本章２，３節にまとめました。 

本村では現在、住民生活に大きな影響を及ぼすほどには空家問題が顕在化していませんが、

今後も少子高齢化が進行し、空家がますます増えていくことを見越して、周囲の自治体よりも

いち早く「空き家バンク」を運用するなどして、空家問題に取り組んできました。 

このたび、国が平成２６年１１月に定めた「空家等対策の推進に関する特別措置法」（以下

「法」という。全文は資料１参照）を踏まえて、地域の実情に合った空家等対策を組織的に推

進していくために、ここに、村独自の空家等対策計画を策定します。  

 

２．管理不全空家がなぜ問題なのか 

●安全：老朽化した空家が倒壊して周囲の家を巻き込んだり、屋根瓦が落ちて通行人に当

たったり、火災が発生したりするおそれがあります。 

●衛生：虫や動物が住み着いたり、ゴミの不法投棄場になったり、悪臭が発生したりする

おそれがあります。 

●保安：得体の知れない人が住み着いたり、犯罪に使われたりするおそれがあります。 

●景観：ぼろぼろの空家や、草が伸び放題になった庭は、地域の景観を害します。地域の

魅力が低下し、土地の価値が下がるという悪循環を生み出します。 

●地域の活力：空家の割合が増えれば、「寂れ感」が強まり、地域の活力が衰えます。 

●その他：伸びた草が隣地に及んだり、落ち葉が飛散したりします。 

 

 いずれの問題にしても、空家の所有者の責任が問われます。  

 

 特に、周囲に悪影響を及ぼしかねないほど劣化が進んだ空家は「特定空家等」と呼ばれ、

法第２条第２項において、以下のように定義されています。  

 

 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生

上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を

損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切であ

る状態にあると認められる空家等をいう。 

 

3．空家が地域活力の向上に役立つとはどういうことか 

 管理不全空家が前節のような問題を引き起こす一方で、きちんと管理されて住める状態の

空家については、村に住みたいと考えている人にとっては魅力的な資源です。貸し出したり



 

売り出したりすることで、移住が促進され、地域の活性化につながります。  

 他自治体では、空家をリフォームして集会所にすることで、地域住民の交流の場とした

り、地元の伝統文化を体験できる資料館にリフォームすることで、観光資源としたりした例

もあります。 

 このように、空家は利活用の仕方次第では地域の活性化に役立つのです。 

 

4．計画の位置づけ 

 本計画は、法第６条第１項に基づき、定めたものです。本村の空家等対策を、効率的かつ

計画的に推進するために策定しました。 

 また本計画は、昭和村第５次総合計画の下部計画として、総合計画内の第３部第６章「安

全で生活便利なむらづくり」と整合を図ります。  

 さらに、「昭和村まち・ひと・しごと創生総合戦略」の「基本目標２ 資源の活用と再編に

よる新しいひとの流れをつくる」に掲げる「移住・定住促進施策の推進及び支援と空き家対

策」とも整合を図ります。  

 計画の策定に当たっては、法律分野や建築分野等の学識経験者らで構成される「昭和村空

家等対策協議会」の意見を求めました。 

 

5．対象とする空家 

 本計画で対象とする空家は、空家の中でも、特に管理が不十分になりがちと考えられるもの

とします。（表１の「その他の住宅」）  

 「その他の住宅」には、相続されたものの誰も住んでいない住宅や、転勤・入院などにより

長期不在の住宅、建替などのために取り壊すことになっている住宅などが含まれ、管理が不十

分になりがちと考えられます。  

 

表１ 住宅の分類  

住宅  

居住している住宅 

居住していない住宅 

（いわゆる空家） 

二次的住宅（別荘等） 

賃貸用の住宅（アパート等）  

売却用の住宅 

その他の住宅 

一時現住者のみの住宅※・建築中 

※昼間だけ使用している、何人かの人が交代で寝泊まりしているなど、  

そこにふだん居住している者が一人もいない住宅  

 

 以下では、「その他の住宅」を「その他空家」と呼ぶこととします。  

 

  



 

第一章 村の現状と課題  

 はじめに、空家等に関する本村の現状と課題を整理します。  

 

１．人口、世帯数の変動 

 本村の人口は年々減少しており、平成２７年国勢調査人口では 7,347 人となっています。

これは、平成２７年策定の第５次総合計画の平成３１年目標人口（7,400 人）を下回る数字で

す。この間、一世帯あたり人数も一貫して減少し続け、平成２７年国勢調査では 3.00 人を割

り、核家族化と高齢者の単身世帯の増加が進行していると考えられます。  

 年齢３区分別の人口の推移では、年少人口（１５歳未満）と生産年齢人口（１５～６４

歳）は一貫して減少していますが、平成１７～２２年ではそれぞれの減少率が緩やかになっ

て、老年人口もそれまでの一貫した増加傾向からわずかではありますが減少に転じ、少子高

齢化の進行はやや抑えられている状況でした。しかし、平成２２～２７年では、再び年少人

口と生産年齢人口の減少率が大きくなるとともに、老年人口が増加し、少子高齢化が再加速

しています。（表２）（図１）  

 

表２ 年齢区分別人口の推移  

 

（国勢調査） 

 

（国勢調査、昭和村第５次総合計画） 

図１ 昭和村の人口推移と将来人口の見通し 

 

H7～H12 H12～H17 H17～H22 H22～H27

7962 7878 7783 7620 7347 △0.21 △0.24 △0.42 △0.72

年少人口
（１５歳未満）

1333 1173 1064 1019 922 △2.40 △1.86 △0.85 △1.90

生産年齢人口
（１５～６４歳）

4953 4872 4752 4671 4326 △0.33 △0.49 △0.34 △1.48

老年人口
（６５歳以上）

1676 1833 1967 1930 2090 1.87 1.46 △0.38 1.66

1992 2164 2268 2429 2476 1.73 0.96 1.42 0.39

4.00 3.64 3.43 3.14 2.97 - - - -

世帯数

一世帯当人数

総人口

平成７年
年平均増減率

平成２７年平成２２年平成１７年平成１２年



 

 さらに、高齢者のみの世帯（６５歳以上単身の世帯または６５歳以上夫婦のみの世帯）の

割合も、年々増加してきていることから、今後空家等が急速に増加することが予想されま

す。（表３） 

 

表３ 一般世帯総数に占める高齢者のみ世帯数  

 

（国勢調査） 

 

２．空家調査結果 

（１）空家実態調査の結果  

 平成２６年度には、村職員が、外観調査や周囲への聞き取りによって、村内の空家の棟

数調査を行いました。それによると、平成２６年１０月２７日現在では、住宅総数 2,688

に対し、空家の棟数は 94 でした。（空家率は 3.5%）（表４）  

 

表４ 地区ごとの空家の棟数  

地区 
住宅総数 

A 

空家の棟数 

B 

空家率 

B/A X 100(%) 

1 永井  138 11 8.0 

2 入原  151 8 5.3 

3 川額  224 8 3.6 

4 森下  396 7 1.8 

5 橡久保  205 5 2.4 

6 糸井  489 17 3.5 

7 貝野瀬  249 10 4.0 

8 生越  94 4 4.3 

9 中野・長者久保・大河原  275 6 2.2 

10 追分・赤谷 208 7 3.4 

11 赤城原・松ノ木平 259 11 4.2 

 計 2,688 94 3.5 

 

 なお、地域ごとの空家率を地図に落とし込んだものについては、資料２をご覧くださ

い。  

 

平成２５年度の住宅・土地統計調査によると、全国の空家率は 13.5%、県の空家率は

16.6%なので、村の数値はかなり低いように見えます。しかし実際には、全国や県の「空

家」には、賃貸物件や別荘等が多く含まれています。 

村が行った実態調査においては、賃貸物件や別荘については対象としていなかったた

め、「その他空家」率を比較する方が適切です。全国の「その他空家」率は 5.3%、県の

「その他空家」率は 6.2%ですので、村の空家率はこれらよりもやや低い程度といえます。  

 

平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年
一般世帯総数 1992 2164 2268 2429 2476
高齢者の単独世帯（A） 81 95 121 167 183
高齢者夫婦のみ世帯（B） 101 135 188 181 227

世帯総数に占めるA+Bの割合 9.14 10.6 13.6 14.3 16.6



 

（２）平成２７年度空家所有者意識調査の結果  

平成２７年１２月には、上記空家所有者に対して、アンケートを送付し、意識調査を行

いました。 

空家所有者１０１名にアンケートを郵送したところ、５１名から回答があり、回答率は

５０％でした。概要は以下のとおりです。（詳細は資料３を参照） 

●昭和５６年以前の建築（旧耐震基準）と回答したのは７６％。（リフォームの有無不

明）  

●維持・管理をほとんどしていない人は２６％。  

●空家になったきっかけとして多いのは、「転居したため（１３名）」「相続で取得したも

のの入居していない（１６名）」が多い。その他１５名。 

●売却や賃貸を考えている所有者は、わずか１４％。考えていない理由としては、「別荘

やセカンドハウス、物置として利用している」というのがほとんどで、修繕や清掃の

準備が整っていないと答えた人が２名。 

●有効活用に必要なこととしては、「リフォーム支援（９名）」「有効活用に関する情報提

供（９名）」「公的機関による借り上げ（７名）」「宅建業者との連携（４名）」があげら

れた。  

 

（３）平成３０年度空家所有者意識調査の結果  

平成３０年１２月にも、上記空家所有者に対してアンケートを送付し、意識調査を行い

ました。ここ数年の間に売却や除却が進んで空家ではなくなった住宅がある一方、新たに

実態調査を行っておらず、新規の空家を発見していないため、調査対象は平成２７年度よ

りも少なくなっています。  

空家所有者７７名にアンケートを郵送したところ、４２名から回答があり、回答率は５

５％でした。概要は以下のとおりです。（詳細は資料４を参照） 

●回答者の８１％は６０歳以上。単身あるいは夫婦のみの世帯が４５％を占めており、

世帯分離が進んでいることがうかがえる。 

●単独で所有名義人になっている人は８６％で、建物と併せて敷地も所有していると回

答した人が８３％。このことから、ほとんどの空家については、所有者が自由に処分

を決められることがわかる。 

●旧耐震基準の建物が８６％。さらに、そのうちの８４％が耐震性の調査を行っていな

いので、空家の耐震性は低いと思われる。 

●月に１回以上の頻度で使用している人は６６％。多くの人が、定期的に空家を使用し

ていることがわかる。 

●空家になった理由は、家主の死亡等が６４％を占めており、相続で空家を引き継いだ

ものの、そのまま居住者不在となっているケースが多いようである。 

●８９％の空家について、維持管理が行われている一方、維持管理をしていないのは

３％。所有者または管理者の意識は高いと思われる。 

●空家の管理については、自分や自分の家族で管理していると答えた人が９１％で、費

用をかけずに行っているようである。維持管理で空家を訪れる頻度は、月に１度管理

していると回答した方が３８％で最多。 

●空家について、「今後活用するつもりはない」が４７％で、将来展望がない。 

●活用する場合には、「自分または親族が居住・使用する」が５７％を占めており、貸

出、売却、駐車場化を引き離している。しかし、実際に活用するためには、４２％の

人が修繕が必要と回答している。 

●維持管理や活用に当たっての困りごととしては、建物の老朽化が目立つ。 



 

●空き家バンクについて、「知っている」が２２％で、「知らないが、興味はある」が４

２％。需要はあるものの、周知が不十分であることが示された。 

●空家に関する支援として、除却の支援を望む声が多い。 

●空家について情報提供を望む場合は電話番号を記載してもらいたいと項目を設けたと

ころ、５２％にあたる２２名が番号を記載。関心の高さが浮き彫りになった。  

 

３．課題の考察 

 少子高齢化が進み、高齢者世帯が増加することで、空家数も増加の一途をたどると考えら

れます。実際、アンケート調査によると、空家化の原因の多くは、相続で取得したきり誰も

住んでいないというものでした。住宅は、空家化すると老朽化が一気に進むため、適切な相

続の推進を促す一方で、所有者が、空家化してすぐに利活用を考えられるように意識啓発と

環境整備を行うことが必要になります。  

ここ数年で空家問題の認知が進んだようで、空家の維持管理をしている人の割合は、平成

３０年度調査結果が平成２７年度調査結果を大幅に上回り、約９割が維持管理をされている

状態です。しかし、ほとんどの耐震性が低く、老朽化も進んでいることから、「維持管理はし

ているものの、将来活用する展望は見えない」というのが現状のようです。耐震補強の補助

と、空き家バンクをはじめとした利活用方法の普及啓発を進める必要があります。 

 空家の除却に当たっては、権利関係が複雑だと困難な場合が多いですが、村内の空家につ

いては、単独名義人で、敷地も併せて所有しているという人が多いため、主な課題は除却費

用となります。実際、除去費用の助成を望む声が多かったことから、村として助成金の新設

を検討する必要があります。  

 なお、アンケートの回答者は空家についての意識が比較的高いと考えられます。回答が得

られなかった空家については、所有者の意識が低く、管理がおろそかになっている可能性が

高いため、村として、それらの空き家の状態把握を積極的に行う必要があります。  

 

  



 

第二章 対策の方針  

 本章では、前章で示した現状を踏まえた上で、計画の方針を示します。  

 

１．基本理念 

 空家等は個人の資産であるため、法第３条で定められているように、空家等の管理及び対

策は、その所有者及び管理者が、自らの責任により行うことが原則です。  

 しかし、特定空家等に該当するおそれのあるものについては、早期の改善が必要なことか

ら、村としては、周辺の生活環境の保全を図るために、所有者に対して必要な助言や指導を

行う必要があります。また、地域活性化の観点から、住める空家についてはその活用を促し

たり、空家の適正管理の広報啓発を行ったりすることも必要です。 

以上のことから村としては、図２のように、空家等の状態に応じて、それぞれに必要な支

援施策を展開していきます。  

村民と村とが協力し合うことで、暮らしやすい生活環境の確保に努めるとともに、地域活

力の向上に寄与することを目的とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）発生抑制 
（２）適正管理 

（４）除去・跡地活用 
（３）利活用促進 

図 2 空家の状態と対応施策  

 

（１）発生抑制 

村民に対して、適切な遺産相続や空家問題の啓発を行い、「その他空家」の発生を防ぎま

す。  

 

（２）適正管理 

所有者が空家を自分で活用したいと望む場合は、空き家の状態が悪化するのを防ぐため、

所有者に対して適切な維持管理を啓発します。  

 

（３）利活用促進 

多少の手入れや修繕をすれば居住できる空家で、所有者が自分で活用する予定のないも

のについては、これを資源ととらえ、市場流通や利活用を促します。  

 

（４）除去・跡地利用 

 居住できないほど劣化が進んでいる空家については、所有者に除却を促します。特に、

周囲に危険を及ぼしかねない空家については、「特定空家等」と見なし、法に基づいた措置

を行います。また、その跡地については、適切な利活用を図ります。  

 

 

利用中  空家  



 

２．計画期間 

 本計画の期間は、2019 年度～2023 年度とします。また、適宜見直しを行います。  

 

３．対象とする空家等の定義  

 序章５節の「対象とする空家」で示したとおり、空家の中でも管理が不十分になりがちと考

えられる「その他の住宅」を対象とします。  

 

４．対象地区 

 第一章２節「空家調査結果」で見たように、空家は村内全域に存在することから、計画の対

象地区は村内全域とします。  

 

５．体制 

（１）相談窓口 

 空家はいろいろな要素が絡む問題であるため、企画課を相談の総合窓口とし、村民等か

らの相談を受け付けます。  

 

（２）庁内組織 

企画課を総合窓口とした上で、あらゆる課題に対応するため、庁内で情報共有を密に

し、連携を図ります。（表５）  

表５ 庁内組織の役割分担  

企画課  総合窓口、空家等対策計画、空家等問題広報啓発  

総務課  所有者確認、消防、防犯、防災 

税務課  固定資産税の情報及び課税、相続 

保健福祉課 高齢者に対する啓発 

建設課  住宅関係補助金 

 

（３）空家等対策協議会  

 空家等の問題の解決には、専門的な知識や地域の実情把握が必要となることから、専門

家及び村民からなる「昭和村空家等対策協議会」（表６）と常に連携をとりながら対策を進

めていきます。 

表６ 昭和村空家等対策協議会委員  

村長 

議会総務民生常任委員長 

区長会正副会長 

群馬司法書士会代表 

群馬土地家屋調査士会代表 

群馬建築士会代表 

昭和駐在所長 

消防団長 

群馬県建設技術センター代表 

 

（４）地域との連携 

 地域住民と密接な関係を持つ行政区等の地域団体や民生委員との情報共有を密にしなが

ら、空家の早期発見等、情報の把握に努めます。また、村民等の意識や意見等を吸い上



 

げ、施策に反映させながら、空家等対策を推進します。 

 

（５）関係団体との連携強化  

 事業者等との連携体制を構築することで、空家等に関する相談体制を充実させるほか、

県や近隣市町村との連携を強化し、空家等対策に係る情報共有や行政間連携を図ります。  

 

6．計画の推進 

本計画に基づく取り組みや施策の進捗状況については、昭和村空家等対策協議会に定期的

に報告します。また、村内の空家の状況や、国や県の動向等も踏まえながら、適宜計画の見

直しを行います。 

 

  



 

第三章 具体的施策 

 本章では、前章で示した方針を基に展開する、具体的な施策について述べます。 

 

１．相談受付 

（１）相談窓口 

空家問題には、法律や建築、不動産等、様々な問題が絡むことから、あらゆる問題につ

いて相談できる一元的な窓口を設けます。 

窓口は、相談者の抱える問題を整理し、必要に応じて各種専門機関の窓口を紹介しま

す。近隣住民からの空家の情報も、こちらで受け付けます。  

相談窓口は、役場企画課を持ってします。 

 

（２）相談会の開催 

より気兼ねなく相談できる場作りとして、空家所有者等を対象とした相談会の実施を検討

します。役場担当者や有識者等が住民センター等に出張して、個別相談を受けたり、各種制

度を説明したりすることを想定しています。  

 

2．調査 

（１）村内住宅全戸調査  

村内すべての住宅の外観調査を行い、空家と思われる住宅の位置と状態を把握します。 

管理不全により、周囲に悪影響を及ぼしそうな空家については、特定空家等に該当する

か否かの判断を行います。国の「『特定空家等に対する措置』に関する適切な実施を図るた

めに必要な指針（ガイドライン）」（資料５）の内容に基づいて判定し、特定空家等の候補

となった住宅については、「昭和村空家等対策協議会」に諮った上で、特定空家等と認定す

ることとします。 

空家の状況は年々変化するため、本調査は、５年に一度行うこととします。 

 

（２）所有者の特定 

 全戸調査の結果、空家と思われた住宅や、近隣住民等から「空家ではないか」と情報が入

った住宅については、所有者の特定を行います。  

 法第１０条第１項では、以下のように、固定資産税の情報を空家所有者の特定のために役

場内部で活用できるとされています。 

 

 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有する情報で

あって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律の施行のため

に必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために

内部で利用することができる。 

 

 住宅の価値が低く課税されていない場合や、固定資産税の情報だけでは特定できなかった

場合は、過去に課税されていた時点での所有者情報を確認する、登記簿情報や戸籍情報、電

気・ガス・水道情報を照会する、周辺住民や福祉施設への聞き込みを行う、等の手段も視野

に入れて、所有者の特定を行います。 

 

（３）所有者意識アンケート調査 

空家の現状及び管理状況、将来の利活用の可能性、課題等を把握するため、空家所有者

等に対して、２年に一度、所有空家に対する意識について、アンケート調査を行います。



 

アンケートの送付は郵送で行います。  

 

（４）情報の蓄積 

村は、村内の空家に関する情報を整理し、それぞれの物件について、最新の情報を把握す

るよう努めます。蓄積した情報は、「昭和村個人情報保護条例」に基づき、細心の注意を払

い、適切に管理します。  

 

3．空き家バンク 

 空家の利活用を促進するため、空家を貸したい人・売りたい人と、借りたい人・買いたい

人の間を村が取り持つサービス、「昭和村空き家バンク」を運営しています。 

空き家バンクへの登録を希望する方の情報を基に、村はその物件の状態を確認し、そのまま

居住できそうであれば、村ホームページに掲載して、物件情報を公開します。空き家に住みた

いという方がそれを閲覧し、気に入れば、村が双方の連絡調整を行います。  

 実際の交渉や契約については、当事者間で行います。（利用の流れは図３を参照） 

 昭和村空き家バンクは平成１９年度から運営していますが、これまでで９件の契約が成立し

ており、平成３１年１月１日現在、登録物件はありません。  

 また、「全国版空き家・空き地バンク」との連携を図ります。  

 

図 3 昭和村空き家バンク利用の流れ 

 

4．管理不全空家所有者への働きかけ 

（１）管理不全空家の所有者に対して 

 本章２節の外観調査の結果、調査時点では特定空家等の基準を満たしていなかったとし

ても、状態が悪く、そのまま放置することで特定空家等になる可能性が高いと思われる空

家については、所有者に対して働きかけを行います。  

 具体的には、空家の状態や周辺住民に迷惑がかかっている状況を伝えたり、修繕等のア

ドバイスや制度の案内を行ったりすることを想定しています。  

 

（２）特定空家等への対応フロー 

 周囲の環境保全を図るため、村は特定空家等の所有者に対しては、図４のような対応を

行います。 



 

 

図 4 特定空家等への対応フロー 

 

一つの措置から次の措置に進むための期間については、別途条例等で定めます。 

 

（３）代執行の際の費用回収 

 代執行を行った際の費用については、相続財産管理人制度※や、所有者等の財産差し押さ

え等の実施による回収を検討します。 

 

※ 相続財産管理人制度  

 住宅の所有者等がすでに死亡し、相続人の存在が明らかでない場合、利害関係人（この場合は、除却費

用を負担した村）が申し立てることにより、家庭裁判所が相続財産管理人を選任する。相続財産管理人は、

相続財産を管理精算するほか、存在する可能性のある相続人を捜索する。  

 

5．助成金 

村では、空家か否かにかかわらず、住宅リフォーム補助金制度※を実施していますが、除却

や家財処分補助、空家の管理にかかる費用の助成については未着手です。  

 第一章２節の平成３０年度アンケート調査では、除却費用の助成を望む声が多く、また耐

震性補強について未着手の空家が多かったことから、特にそれらについての対策を考えま

す。  



 

※ 住宅リフォーム補助金制度  

 村民の住環境の改善を図るため、２０万円以上の住宅のリフォーム工事費用に対して補助を行うもの。

補助額は工事費用の１０％で、上限２０万円。  

 

６．防災・防犯体制の確立 

 （１）緊急時対応の仕組みづくり 

 周辺への危険が迫る状態の空家等に対し、村が最低限の応急的な安全確保ができるよ

う、緊急対応や即時執行等ができる仕組みづくりを検討します。 

 

 （２）防犯パトロール 

 防犯関係団体と連携し、必要に応じて、空家等に関する防犯パトロールを実施します。  

 

７．周知啓発 

 空家の問題は、いつ誰が当事者になってもおかしくない問題であることから、空家所有者

に限らず、広く一般に周知啓発することが重要です。  

 

（１）周知の方法 

 ホームページや「広報しょうわ」、「FM OZE」等の媒体を活用した定期的な周知や、空

家シンポジウムの開催、固定資産税送付時に周知ビラを同封する等の方法を検討します。  

また、保健師や民生委員、行政区等は、空家所有者に日頃から接する機会が多いと考え

られることから、周知協力を依頼することも視野に入れます。  

 

（２）周知する内容 

 管理不全空家が引き起こすリスクや、固定資産税増大の可能性といった基本事項の周知の

ほか、村が実施している制度や助成金についての周知、空家の利活用事例の紹介、地域のリ

フォーム・解体業者の紹介等を行います。第一章２節の平成３０年度アンケート調査から、

空き家バンクの周知不足が示されたため、特にこれに力を入れます。  

また、一般社団法人移住・住みかえ支援機構（JTI）が実施する「マイホーム借り上げ制

度※１」、各銀行が実施する「リバースモーゲージ※２」等を案内し、空家所有者が、自身の状

況に合った手段を選択できるように配慮します。  

 なお、管理不全空家の発生の背景には、相続がうまくいっていない場合が多いことから、

相続をきちんと済ませること、家の処分について遺言書に明記すること等についての周知に

も力を入れます。 

 

※１ マイホーム借り上げ制度  

 ５０歳以上の人から JTI が家を借り上げ、子育て世帯に貸し出す制度。JTI が間に入るため、貸し手と

借り手が直接交渉する必要がないことや、借り手不在の時にも家賃が保証されるのが特徴。  

 

※２ リバースモーゲージ  

 自宅を担保にして、そこに住み続けながら金融機関から融資を受けられる制度。持ち主が亡くなると、

自宅は売却され、融資の一括返済に充てられる。  

 


